事　務　執　行　概　要

障がい福祉企画課

平成２８年度事業別最終予算額及び決算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算額又は
決算見込額
	グループ名

	市町村地域生活支援事業
	2,516,894
	2,493,160
	企画Ｇ

	障がい者自立支援給付費等負担金
	39,917,645
	39,147,356
	企画Ｇ

	重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業
	137,083
	96,306
	企画Ｇ

	障がい児者虐待防止対策支援事業
	3,420
	2,225
	権利擁護Ｇ

	障がい者差別解消総合推進事業
	17,822
	14,678
	権利擁護Ｇ


調整グループ

　障がい福祉室の一般庶務、予算執行などのほか、物品の購入･出納等に関する事務や障がい者施策推進のための企画調整業務等の適正な執行に努めた。

１　表　　　彰

（１）厚生労働大臣表彰

障がい者福祉等に功績のあった個人及び団体に対して大臣表彰の授与があった。

更生援護功労者　　　　　　　　　　２名

（２）障がい者週間知事表彰

障がい者福祉の推進に貢献した方及び自立した方に対して知事表彰を行った。

障がい者福祉の推進に貢献した方　　３名

自立した方　　　　　　　　　　　　１名

２　広　聴　関　係

　障がい者団体等から寄せられた広聴事案の対応に努めた。

障がい者団体　　８団体

そ　の　他　　　３団体　　　　合　計　１１団体

３　大阪府障がい者介護給付費等不服審査会

　大阪府障がい者介護給付費等不服審査会

根拠法令　障害者総合支援法、児童福祉法、大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例

委 員 数　２０名

ア．大阪府障がい者介護給付費等不服審査会

合議体の構成等を決定するため開催される。

平成２８年５月２５日、開催。（次期開催予定は平成３１年度）

イ．合議体

知事から付議のあった審査請求案件の審理を行うために原則非公開で開催される。

平成２８年８月９日、第一合議体開催。

平成２８年１１月２１日、第四合議体開催。
企画グループ

１　障がい者施策の計画的な推進

　障がい当事者や学識経験者等で構成する「大阪府障がい者施策推進協議会」や、障がい者支援に関する関係機関等で構成する「大阪府障がい者自立支援協議会」の運営などを通じて、第４次大阪府障がい者計画及び第４期大阪府障がい福祉計画に基づく障がい者施策を総合的かつ計画的に推進した。

（１）大阪府障がい者施策推進協議会
　大阪府における障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項等を調査審議するために設置されたものである。

○根拠法令　　障害者基本法、大阪府障害者施策推進協議会条例
○開催回数　　１回（平成２８年１０月１４日）

○議 題 等　　◎第４０回大阪府障がい者施策推進協議会（平成２８年１０月１４日）

・第４期大阪府障がい福祉計画　成果目標等に係る平成２７年度の実績について

・第４次大阪府障がい者計画評価・見直し検討部会の検討状況について

・手話言語条例検討部会提言について
・福祉関連情報発信・コミュニケーション支援拠点（仮称）整備事業について

※　第４次大阪府障がい者計画の見直しに向け、障がい者を取り巻く課題や今後の取組方向等に関する事項にかかる調査審議を行うため、本協議会の下に第４次大阪府障がい者計画評価・見直し検討部会が設置され、８回の会議開催を通じて、意見具申（案）がとりまとめられた。

　また、大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組を議論するため、本協議会の下に設置した差別解消部会にて、８回の会議を開催し、府独自の体制整備・措置の根拠となる条例の必要性について、議論し、取りまとめを行った。

（２）大阪府障がい者自立支援協議会

　大阪府における障がい者等への支援体制についての調査審議及び関係機関等の相互の連絡調整を行うために設置されたものである。

○根拠法令　　障害者総合支援法、大阪府附属機関条例

○開催回数　　１回（平成２８年１０月２５日）

○議 題 等　　◎第１回大阪府障がい者自立支援協議会（平成２８年１０月２５日）

・第４期大阪府障がい福祉計画　平成２７年度実績について

・自立支援協議会各部会の活動報告について

２　障がい者週間事業
　障がい者週間（１２月３日から１２月９日までの１週間）を中心として、障がい者を取り巻く課題に対する府民の正しい理解と認識を深めるとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する事業を実施した。

　平成２８年度においては、大阪ふれあいキャンペーンを実施するとともに、各種啓発活動を実施した。

（１）大阪ふれあいキャンペーン

日　　時　　　　障がい者週間（１２月３日～９日）を中心とした期間

内　　容　　　　・障がい者週間のポスターの掲示

　５，６７０枚（構成団体等に配布・掲示）

・啓発物「大阪ふれあいおりがみ」
　約１６万４千部（府内の小３全員に配布し、授業等で活用）

　　　　　　　　（市町村・社会福祉協議会などで活用）

・啓発物「大阪ふれあいすごろく」の作成・Ｗｅｂ上での配布

　４，２００部（府内の小学校に配布）

・「大阪ふれあいすごろく解説ガイドブック」のＷｅｂ上での配布

・障がい者週間を中心とした各構成団体での取組み

・ホームページを活用した啓発の実施

（２）「心の輪を広げる体験作文」及び「障がい者週間のポスター」の入選作品の表彰

日　　時　　　　平成２８年１２月８日（木）

場　　所　　　　府庁本館「正庁の間」
内　　容　　　　募集した心の輪を広げる体験作文及び障がい者週間のポスターの表彰

３　障がい者総合支援制度の円滑な推進

　障害者総合支援法に基づく制度の円滑な運用を図るため、府民等への制度の周知及び制度関係者に対する各種研修や、自立支援給付支給事務等に関し市町村への指導・助言を行った。

　また、市町村が行う障がい支援区分の認定及び支給決定等に対する審査請求に係る事務を行った。

　さらに、「障がい者制度ワーキング」を開催し、制度運用上の課題等について、ブロック代表の市町村と協議・検討を行った。

（１）制度の周知

　「福祉のてびき」の作成並びに制度の改正について、パンフレット配布やホームページへの掲載により、府民等に広く周知を図った。

（２）説明会・研修会の開催

①市町村説明会の開催

　国の障がい保健福祉関係主管課長会議における内容や、新たな制度改正等に関する情報等について、市町村に対する説明会を開催した。

＜平成２８年度障がい福祉関係市町村説明会＞

開 催 日　　平成２９年３月２１日（火）

場　　所　　日赤会館　３０１会議室

②障がい支援区分認定調査員研修
　市町村において、障がい支援区分認定のための聞き取り調査が、全国一律の基準に基づき客観的かつ公平・公正に行われるよう、標記調査員に対する研修を実施した。

　平成２８年度第１回

開 催 日　　平成２８年５月１７日（火）

場　　所　　大阪赤十字会館　３０１号室

参加人数　　１５８名

　平成２８年度第２回

開 催 日　　平成２８年１２月１９日（月）

場　　所　　大阪赤十字会館　３０１号室

参加人数　　９８名

③市町村審査会委員研修

　市町村において、障がい支援区分認定のための公平・公正な審査が行われるよう、市町村審査会の委員に対する研修を実施した。

　平成２８年度　第１回

開催日時　　平成２８年５月２６日（木）

場　　所　　大阪赤十字会館３０１号室

参加人数　　７８名

④医師意見書作成研修

　市町村審査会における障がい支援区分の審査判定に係る重要な資料である医師意見書の記載がより適切に行われるよう、意見書を作成する主治医等に対する研修を、（一社）大阪府医師会に委託して実施した。

開 催 日　　平成２９年２月９日（木）

場　　所　　大阪府医師会館２階ホール

参加人数　　９０名

（３）市町村に対する指導・助言

　市町村が行う障害者総合支援法に基づく自立支援給付支給決定（自立支援医療、療養介護医療及び基準該当療養介護医療を除く。）及び地域生活支援事業に関する事務等が適切かつ円滑に行われるよう、同法第２条第２項及び地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、市町村に対してヒアリングによる実地指導を行った。また、市町村担当者からの制度に関する照会に対し、必要な助言を行った。

＜実地指導＞

実施期間：平成２８年９月～平成２９年１月

実施市町村数：２３市町村
（４）審査請求に係る事務

①審査請求に対する裁決

市町村が行う障がい支援（程度）区分の認定等に対する審査請求に係る事務を行う。

平成２７年度の継続案件５件　裁決１（棄却）、取下げ２、継続２。

平成２８年度の新規案件３件　取下げにより終結。

平成２８年度の新規案件２件　裁決（棄却及び却下）。

平成２８年度の新規案件６件　弁論継続中のため、裁決は行わなかった。

（５）市町村地域生活支援事業への支援の実施

予 算 額　　２，５１６，８９４千円

決 算 額　　２，４９３，１６０千円

　障がい者等がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じて市町村が実施する市町村地域生活支援事業等に対し、支援を行った。

地域生活支援事業一覧（市町村分）

	事 　業　 名
	担当グループ

	必須事業
	

	　理解促進研修・啓発事業
	企画

	　自発的活動支援事業
	社参・企画

	　相談支援事業
	

	　　基幹相談支援センター等機能強化事業
	地推

	　　住宅入居等支援事業
	整備

	　成年後見制度利用支援事業
	権利

	　成年後見制度法人後見支援事業
	権利

	　意思疎通支援事業
	社参

	　日常生活用具給付等事業
	地サ

	　手話奉仕員養成研修事業
	社参

	　移動支援事業
	地サ

	　地域活動支援センター機能強化事業
	地サ

	任意事業
	

	　日常生活支援事業
	

	　　福祉ホームの運営事業
	推進

	　　訪問入浴サービス事業
	地サ

	　　生活訓練等事業
	社参

	　　日中一時支援事業
	地サ

	　　地域移行のための安心生活支援事業
	整備

	　　巡回支援専門員整備事業
	発達

	　　相談支援事業所等（地域援助事業者）における退院支援体制確保事業
	整備

	　　協議会における地域資源の開発・利用促進等の支援事業
	企画・関係Ｇ

	　　重症心身障がい児者等コーディネーター養成研修等事業
	地サ


	　　その他日常生活支援事業
	社参

	　社会参加支援事業
	

	　　レクリエーション活動等支援事業
	社参

	　　芸術文化活動振興事業
	社参

	　　点字・声の広報等発行事業
	社参

	　　奉仕員養成研修事業
	社参

	　　複数市町村における意思疎通支援の共同実施促進事業
	社参

	　　自動車運転免許取得・改造助成事業
	社参

	　　その他社会参加支援事業
	社参

	　権利擁護支援事業
	

	　　成年後見制度普及啓発事業
	権利

	　　障がい者虐待防止対策支援事業
	権利

	　　その他権利擁護支援事業
	権利

	　就業・就労支援事業
	

	　　盲人ホームの運営事業
	社参

	　　重度障がい者在宅就労促進事業
	就労

	更生訓練費給付事業
	推進

	知的障がい者職親委託事業
	推進

	　その他就業・就労支援事業
	就労

	障がい支援区分認定等事務
	企画

	特別支援事業
	


※各事業の事業内容については、各グループで適宜掲載。

※上記は国の示している市町村事業のメニューであり、すべて実施しているものではない。

※グループ名の表記は下記による。

企画‥企画Ｇ、権利‥権利擁護Ｇ、社参‥社会参加支援Ｇ、
就労‥就労・ＩＴ支援Ｇ、地推‥地域生活推進Ｇ、地サ‥地域サービス支援Ｇ、
発達･･発達障がい児者支援Ｇ、整備‥整備Ｇ、推進‥推進Ｇ

（６）障がい者制度ワーキングの開催
　障害者総合支援法等の円滑な運営を図るため、制度運用上の課題等について、ブロック代表の市町村と協議・検討を行った。

○協議項目　　障がい支援区分認定の運用の状況や課題等について
［第１回］
　　開 催 日　　平成２８年５月３０日（月）

［第２回］
　　開 催 日　　平成２８年７月１９日（火）

［第３回］
　　開 催 日　　平成２９年２月２７日（月）

（７）障がい者自立支援給付支払等システムへの対応
　大阪府国民健康保険団体連合会（国保連）への委託により行われる、市町村の障がい福祉サービス事業所に対する介護給付費等支払事務に関して、障がい者自立支援給付支払等システムが円滑に運用されるよう、内容や改変事項等の市町村への周知等を行った。
（８）障がい者自立支援給付費等の負担
予 算 額　３９，９１７,６４５千円

決 算 額　３９，１４３，６３５千円

　　　　　　　　　　３，７２１千円（過年度追給分）

　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスに係る自立支援給付費等に対する府負担分について、実施主体である市町村へ負担を行った。
（９）重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業

予 算 額　　　　１３７，０８３千円

決 算 額　　　　　９６，３０６千円

　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスに係る自立支援給付費について、国庫負担基準を超過して訪問系サービスを提供した市町村に対し、国補助金を活用し支援を実施した。

権利擁護グループ

１　障がい児者虐待防止対策支援事業

予　算　額　　　３，４２０千円
決　算　額　　　２，２２５千円

　障がい者の虐待防止に向け、障害者虐待防止法において定められている都道府県の責務・役割として、虐待対応の人材養成及び虐待防止のための体制整備等を図った。
２　障がい者差別の解消の推進

予 算 額　　　　　１７，８２２千円

決 算 額　　　　　１４，６７８千円

　障害者差別解消法（平成２８年４月）施行と同時に、大阪府障がい者差別解消条例を制定。

　障がいを理由とする差別の解消の推進を図るために、「啓発活動」と「条例による相談等の体制」を車の両輪としてさまざまな事業に取り組んだ。

○広域支援相談員事業　　　　府に広域支援相談員配置　相談件数１２５件（述べ５１７回）

　市町村の相談機関における相談事案（事業者における差別事象が対象）の解決を支援し、また、相談機関では解決が困難な広域的・専門的な相談事案等に対応するため配置。

○障がい者差別解消協議会、合議体の開催　　　　　　　　　　　協議会２回、合議体８回

　知事の附属機関として設置。障がい者差別解消の推進に関する事項を審議。法で定める「支援地域協議会」の機能も有する。

　障がい者差別解消協議会の下に合議体を設置し、広域支援相談員等が対応した相談事例の分析等を行い、広域支援相談員への助言を行うとともに、差別解消の取り組みの検証を実施。

○障がい理解のための企業等向け出前講座事業　　　　　　　４５回実施（３５企業）

　企業等における障がい理解を深めるため、障がい当事者等を講師として派遣し、講義・体験型の講座を実施。

○合理的配慮対応促進事業　　“合理的配慮”接客のヒント集i-welcome作成　５，０００部
　商品・サービスの提供を行う事業者が、障がいの特性に合わせた適切な合理的配慮を行う際のヒント集を作成。

自　立　支　援　課
平成２８年度事業別最終予算額及び決算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算額又は
決算見込額
	グループ名

	地域生活支援事業
	235,258
	220,844
	社会参加支援Ｇ

	障がい者団体等補助事業
	84,786
	84,786
	社会参加支援Ｇ

	障がい者交流促進センターの運営
	234,268
	232,889
	社会参加支援Ｇ

	障がい者芸術・文化促進事業
	18,509
	18,509
	社会参加支援Ｇ

	アートを活かした障がい者の就労支援事業
	5,010
	3,310
	社会参加支援Ｇ

	身体障がい者補助犬貸与候補者審査選考部会の運営
	70
	63
	社会参加支援Ｇ

	障がい者就労・生活支援の拠点づくり推進事業
	112,464
	106,918
	就労・ＩＴ支援Ｇ

	社会生活適応訓練事業
	7,669
	6,293
	就労・ＩＴ支援Ｇ

	大阪府ＩＴステーション関係事業
	111,640
	111,640
	就労・ＩＴ支援Ｇ

	工賃向上計画支援事業
	25,303
	25,209
	就労・ＩＴ支援Ｇ


社会参加支援グループ
　障がい者の自立と社会参加に向けて、 障がい者の意思疎通支援や芸術 文化・スポーツ活動の振興に関する支援等を行っている。
１　地域生活支援事業
障がい者の自立支援と社会活動への参加を促進させるために下記の事業を実施した。

予　　算　　額　　２３５，２５８千円

決　　算　　額　　２２０，８４４千円

	事　業　名
	契約金額
	委　託　先

	手話通訳者養成研修事業
	23,365,000円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	手話通訳者派遣事業
	6,935,000円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	聴覚障がい者福祉事業
	1,031,00円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	要約筆記者養成研修事業
	3,262,000円
	(特活)大阪府中途失聴・難聴者協会

	要約筆記者派遣事業
	1,852,000円
	(特活)大阪府中途失聴・難聴者協会

	視覚障がい者福祉事業
	36,272,000円
	(一財)大阪府視覚障害者福祉協会

	盲ろう者通訳・介助者養成研修等事業
	3,259,000円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	盲ろう者通訳・介助者派遣事業
	101,897,00円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	盲ろう者社会参加支援事業
	8,066,000円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	障がい者社会参加推進センター事業
	16,476,000円
	(福)大阪障害者自立支援協会

	肢体不自由者社会参加活動振興事業
	3,522,000円
	(福)大阪府肢体不自由者協会

	身体障がい者社会参加活動振興事業
	2,421,000円
	(一財)大阪府身体障害者福祉協会

	身体障がい者日常生活支援事業
	1,427,000円
	(一財)大阪府身体障害者福祉協会

	知的障がい者社会参加活動振興事業
	5,276,000円
	(福)大阪手をつなぐ育成会

	知的障がい者社会参加支援事業
	1,431,000円
	(福)大阪手をつなぐ育成会

	知的障がい者スポーツフェスタ開催事業
	616,000円
	大阪知的障がい者スポーツ協会

	精神障がい者社会参加活動振興事業
	5,306,000円
	(福)精神障害者社会復帰促進協会

	精神障がい者社会参加支援事業
	1,808,000円
	(公社)大阪府精神障害者家族会連合会

	音声機能障がい者発声訓練・指導者養成事業
	2,968,000円
	(公財)阪喉会

	事　業　名
	契約金額
	委　託　先

	オストメイト社会適応訓練事業
	830,000円
	大阪オストメイト連合会

	脊髄損傷者日常生活支援事業
	265,000円
	（一社）大阪脊髄損傷者協会

	吃音者日常生活支援事業
	169,000円
	(特活)大阪スタタリングプロジェクト

	身体障がい者補助犬育成事業
	6,804,000円
	身体障がい者補助犬育成事業者


２　障がい者団体等補助事業

予　　算　　額　　８４，７８６千円

決　　算　　額　　８４，７８６千円

	補　　助　　事　　業　　名
	補 助 金 額
	補 助 団 体 名

	身体障がい者相談支援事業補助金
	3,812,000円
	(一財)大阪府身体障害者福祉協会

	聴覚障がい者相談支援事業補助金
	5,988,000円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	大阪府谷町福祉センター聴覚障がい者情報提供施設運営費補助金
	32,017,000円
	(公社)大阪聴力障害者協会

	大阪盲人ホーム運営事業補助金
	5,793,000円
	(福) 日本ライトハウス

	大阪府盲人福祉センター点字図書館運営事業補助金
	35,067,000円
	(一財)大阪府視覚障害者福祉協会

	精神障がい者相談支援事業補助金
	2,109,000円
	(公社)大阪府精神障害者家族会連合会


３　障がい者交流促進センターの運営

　障がい者交流促進センター（ファインプラザ大阪）の運営事務並びに障がい者スポーツ振興事業等を、ファインプラザ大阪運営事業共同体に指定管理者として委託した。

予　　算　　額　　　　２３４，２６８千円

決　　算　　額　　　　２３２，８８９千円

４　障がい者芸術・文化促進事業

　障がい者の芸術・文化活動を促進するため、ビッグ・アイ共働機構に委託する等により下記の事業を実施した。

予　　算　　額　　　　　１８，５０９千円

決　　算　　額　　　　　１８，５０９千円

５　アートを活かした障がい者の就労支援事業

　障がい者の有する創造性豊かな芸術的才能に着目し、現代アートとして評価を得た作品を市場化及び障がい者の創作活動の裾野拡大を目的に審査会及び展覧会を開催した。

予　　算　　額　　　　　　５，０１０千円

決　　算　　額　　　　　　３，３１０千円

６　身体障がい者補助犬貸与候補者審査選考部会の運営

　身体障がい者補助犬貸与事業の貸与候補者の審査選考を行うための部会を設置し運営する。

　・根拠法令　大阪府障害者自立支援協議会規則

予　　算　　額　　　　　　　　　７０千円

決　　算　　額　　　　　　　　　６３千円
就労・ＩＴ支援グループ
１　障がい者就労支援推進体制の整備

大阪府障がい者自立支援協議会就労支援部会の運営

　府域全体の就労支援の水準向上を目的とした会議を開催、障がい者の就労支援にかかる地域課題への対応策の検討や調査審議、関係機関の連携による情報共有を行った。（２８年度は３回開催）
○設置根拠　　大阪府障がい者自立支援協議会規則、大阪府障がい者自立支援協議会運営要綱

○所掌事務　　障がい者の就労支援施策や関係機関のネットワークの充実等にかかる調査審議に関すること。

２　地域における就労支援と生活支援

（１）障がい者就労・生活支援の拠点づくり推進事業

　府内１８か所の障害者就業・生活支援センターにおいて、障がい者の就業に伴う日常生活、社会生活上の相談・支援を提供する障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業）を社会福祉法人等に委託して実施した。

ア　予算額・決算額の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	予算額
	 eq \o\ac(○,25)122,976
	㉖ 117,882
	 eq \o\ac(○,27)  112,464
	 eq \o\ac(○,28)  112,464

	決　  算 　 額

（特定財源）
	122,878

国庫 (61,439)
	114,318

国庫 (57,159)
	110,852

国庫 (55,427)
	106,918

国庫 (53,458)


イ　事業実績の推移

	補 助 対 象 数
	 eq \o\ac(○,25)　 18法人
	㉖　 18法人
	 eq \o\ac(○,27)　 18法人
	 eq \o\ac(○,28)　 18法人


（２）社会生活適応訓練事業
予　算　額　　　　７，６６９千円

決　算　額　　　　６，２９３千円

　精神障がい者の社会参加を進めるため、理解ある協力事業所での実習を通して社会生活適応のための訓練を実施した。

　また、協力事業所の障がい者への理解促進、及び訓練の質の向上を図るため、事業所育成講座を開催した。

【事業実績】

	訓練生数
	４８人

	支援機関数
	２２事業所

	協力事業所数
	２６事業所

	年間総訓練日数
	１，７６１日


３　行政の福祉化の推進

（１）ハートフルオフィス推進事業

　公務労働分野において、国が示すチャレンジ雇用の趣旨を踏まえ、一般就労を目指す知的障がい者及び精神障がい者を大阪府が非常勤作業員として期限付き（最長２年７ヶ月）で雇用し、府庁での実際の業務経験が民間企業への就職やその後の職場定着に結び付くよう支援した。

	平成28年度実績
	雇用人数
	企業への就職者数

	知的障がい者
	　　29人
	7人

	精神障がい者
	　　 6人
	2人


（２）庁内職場実習

　府内の障がい者雇用・就労を促進するため、知的障がい者、精神障がい者を対象とした職場実習の機会を提供した。

	平成28年度実績
	受け入れ人数

	知的障がい者
	　　17人

	精神障がい者
	　　 9人


（３）大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合への支援
　行政の福祉化の視点から、府自らが事業主としての創意工夫を凝らし、障がい者の就労機会の創出に取り組むため、平成１１年５月、知的障がい者等の雇用の促進を目的に設立された事業協同組合に対し、府有施設等の清掃業務の発注を通じ、就労訓練の場を提供するなど、必要な支援を行った。

・清掃委託府有施設数（通年）　２３施設
４　障がい者のＩＴ利用を活用した就労支援

（１）大阪府ＩＴステーション関係事業

予　算　額　　　１１１，６４０千円

決　算　額　　　１１１，６４０千円
　大阪府ＩＴステーションにおいて、就労に向けたＩＴ講習・訓練を実施するとともに、障がい者の雇用・就労の支援拠点として事業を展開した。テレワーカーの養成や技術向上の支援をはじめ、障がい者の新たな職域開拓、就労の機会の確保を図った。

　また、デジタル・デバイドの解消は行政の役割との認識のもと、府内全市町村の福祉施設等使用して、府が養成したＩＴサポーターを講師等とした初級クラスまでの基礎的なＩＴ講習会を開催した。
①　障がい者総合支援事業
　就労支援コーディネーター、企業開拓コーディネーター及びＩＴ相談支援員を配置し、相談から技能習得、就職あっせん、職場定着に至るまで、就労をめざす障がい者への包括的な就労支援を実施した。

②　障がい者就労支援等ＩＴ講習・訓練事業

　企業への就職や在宅就労を希望する府内在住の障がい者を対象に、民間企業の実務を想定した内容のＩＴ講習を障がい種別（身体障がい[肢体不自由・視覚障害・聴覚障がい]、知的障がい、精神障がい）ごとに実施した。また、在宅就労をめざす障がい者に向けたＩＴ技術を習得する訓練を実施し、障がい者テレワーカーを養成した。

③　障がい者テレワーク推進事業

　ＩＴ関連業務の受注開拓を行うとともに、登録テレワーカーの技術向上を図るため、データ入力管理者養成等のスキルアップ訓練を実施した。

④　障がい者ＩＴ総合推進事業
　障がい者がＩＴを学ぶ際に、サポートするボランティア「障がい者ＩＴサポーター」を養成するとともに、養成した「障がい者ＩＴサポーター」を講師に府内全市町村の施設等を会場にして、ＩＴ講習会を実施した。

　また、ホームページ、メールマガジンで講習の案内等の情報提供をするとともに、在宅でも学べるようｅラーニング講座を開講した。

（２）障がい者ＩＴ就労支援事業

　ＩＴを活用した在宅就労を促進させるため、「行政の福祉化」の理念に基づき、府で実施予定のＩＴ関連業務の中で障がい者在宅就労に適した業務を発掘し、障がい者テレワーク推進事業に取り組む大阪府ＩＴステーションへの発注を推進した。

５　部局連携による就労支援の推進

（１）障がい者サポートカンパニー制度

　商工労働部と連携し、障がい者雇用や職場実習、障がい者就労施設等からの物品等の調達推進に積極的・先駆的に取り組む事業主を登録し、その取り組みのＰＲを行うことで、障がい者の就労支援や雇用の拡大を図った。 

（２）各種セミナーの開催

　大阪府就労移行支援事業所連絡会、障害者就業・生活支援センター等と連携し、就労移行支援事業所の職員を対象に障がい者への支援力の向上を目指したセミナーを実施した。

　また、大阪労働局、商工労働部等と連携し、福祉施設や企業を対象に精神障がい者の障がい特性に関する理解を深め、職場定着につなげていくための支援ノウハウを習得するセミナーを実施した。

（３）ブロック別進路指導関係機関連絡会への参画

　各支援学校、自立支援コース設置の高等学校等の新卒生徒等の進路情報等の交換の場である「ブロック別進路指導関係機関連絡会」へ参画し、各支援学校、自立支援コース設置の高等学校等のそれぞれの地域の福祉・就労関係機関による連携状況や、障がい者の就労状況の把握に努め、地域ネットワークを通じた就労支援施策、関連事業の活用を呼びかけた。

　・ブロック別進路指導関係機関連絡会開催状況　　８ブロック　各１～３回開催

６　工賃向上計画支援事業

予　算　額　　　　　２５，３０３千円

決　算　額　　　　　２５，２０９千円

　福祉施設で働く障がい者の収入源となる工賃の向上を促進することにより、利用者の就労能力を向上させ、将来的に就労につながるよう支援するため、「大阪府工賃向上計画」に基づく事業を実施した。

地　域　生　活　支　援　課
平成２８年度事業別最終予算額及び決算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算額又は
決算見込額
	グループ名

	障がい者手帳交付事業
	85,520
	1,802
	地域生活推進Ｇ

	精神障がい者相談員事業
	575
	426
	地域生活推進Ｇ

	障がい者福祉事務移譲交付金
	3,063
	1,628
	地域生活推進Ｇ

	相談支援従事者研修事業
	5,394
	197
	地域生活推進Ｇ

	居宅介護従業者養成研修事業
	2,938
	2,273
	地域生活推進Ｇ

	サービス管理責任者研修事業
	420
	365
	地域生活推進Ｇ

	高次脳機能障がい支援普及事業
	9,697
	1,146
	地域生活推進Ｇ

	大阪府立病院機構運営費負担金
	444,134
	444,134
	地域生活推進Ｇ

	障がい者入所支援施設等環境改善事業補助金
	9,000
	5,137
	地域生活推進Ｇ

	社会保障・税番号制度システム整備等事業
	17,660
	12,356
	地域生活推進Ｇ

	重症心身障がい児者地域ケアシステム整備事業
	28,487
	28,241
	地域サービス支援Ｇ

	重度障がい者在宅生活応援制度事業
	401,690
	401,078
	地域サービス支援Ｇ

	大阪府重度障がい者特例支援事業
	28,100
	27,699
	地域サービス支援Ｇ

	特別障がい者手当等の給付
	59,998
	62,015
	地域サービス支援Ｇ

	障がい者扶養共済制度
	840,844
	836,484
	地域サービス支援Ｇ

	視覚障がい者移動支援事業従事者の資質向上事業
	284
	133
	地域サービス支援Ｇ

	発達障がい早期気づき支援事業
	5,488
	2,788
	発達障がい児者支援Ｇ

	発達障がい者支援センター事業
	33,514
	33,514
	発達障がい児者支援Ｇ

	発達障がい者地域支援マネージャー事業
	12,510
	12,510
	発達障がい児者支援Ｇ

	障がい児通所支援事業者育成事業
	27,884
	24,730
	発達障がい児者支援Ｇ

	就労支援アセスメントプロフィール普及事業
	576
	576
	発達障がい児者支援Ｇ

	発達障がい専門医師養成事業
	4,621
	3,555
	発達障がい児者支援Ｇ

	ペアレントサポート事業
	5,101
	4,103
	発達障がい児者支援Ｇ

	福祉型障がい児入所施設からの地域移行推進事業
	3,739
	414
	発達障がい児者支援Ｇ

	障がい児等療育支援事業
	7,471
	7,468
	発達障がい児者支援Ｇ

	補聴器の給付
	900
	1,444
	発達障がい児者支援Ｇ

	障がい児事業
	8,412,351
	8,262,012
	発達障がい児者支援Ｇ


地域生活推進グループ
１　障がい者手帳交付事業
予　算　額　　　８５，５２０千円
決　算　額　　　　１，８０２千円【うち地域生活推進G分】
障がい者手帳発行システムに関するシステム保守点検業務の委託を行った。

２　精神障がい者相談員事業
予　算　額　　　　　　５７５千円
決　算　額　　　　　　４２６千円
　精神障がい者やその家族からの相談に応じ、必要な助言、市町村等関係機関への連絡調整を行うとともに、精神障がい者の地域活動の推進を行い、精神障がい者に対する府民の認識と理解を深める精神障がい者相談員を市町村ごとに設置した。
相談員数　　　　　　　１７名（平成２８年４月１日時点）
手当単価　　　　　月額 1,744円／名
手当額　　　　　357,520円
○根拠法令等
大阪府精神障害者に係る相談業務の委託に関する規則
大阪府精神障がい者相談員業務委託要綱
３　障がい者福祉事務移譲交付金
予　算　額　　　　３，０６３千円　（２の交付金部分）
決　算　額　　　　１，６２８千円　（同上）
障がい者相談員業務の委託事務を移譲した市町村へ交付金を支出した。
○根拠法令等
地方自治法第252条の17の２
大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例
４　相談支援従事者研修事業　
予　算　額　　　　５，３９４千円　
決　算　額　　　　　　１９７千円　【うち地域生活推進Ｇ分】
　障がい者等の一人ひとりのニーズに応じた地域生活を実現するため、相談支援専門員の資質の向上をめざし、障がい者自立相談支援センターにおいて相談支援従事者専門コース別研修を行った。また、指定研修事業者が行う相談支援従事者初任者研修・現任研修に対して、研修内容の助言等を行うとともに、研修の講師となる者を厚生労働省が実施する指導者養成研修へ派遣した。
修了者数・相談支援従事者初任者研修（指定研修事業者で実施）５日課程　　　９０７人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２日課程　　　９４３人
　　　　　・相談支援従事者現任研修（指定研修事業者で実施）　　　　　　　３３４人

　　　　　・相談支援従事者専門コース別研修（自立相談支援Ｃで実施）　　　３２４人
派遣人数　　講　　　師：３名

　　　　　　企画担当者：３名

○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
相談支援従事者研修事業実施要綱
５　居宅介護従業者（障がい者ホームヘルパー）養成研修事業
予　算　額　　　　２，９３８千円
決　算　額　　　　２，２７３千円
　障がい者（児）に適切なホームヘルプサービスを提供するため、専門的な知識、技術を有する居宅介護従業者（障がい者ホームヘルパー）の養成を行った。
養成者数　　　６０名
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
６　サービス管理責任者研修事業
予　算　額　　　　　　４２０千円　
決　算　額　　　　　　３６５千円　【うち地域生活推進Ｇ分】
　障がい福祉サービス事業所において、個別支援計画の作成やサービス内容の評価等を行うサービス管理責任者の養成を図るため、指定研修事業者が実施するサービス管理責任者研修及び児童発達支援管理責任者研修の講師となる者を厚生労働省が開催する指導者養成研修に派遣した。

派遣人数　　　　　　　　　講　　　師：各分野等１名ずつ計５名

　　　　　　　　　　　　　企画担当者：２名

指定研修機関による養成者数　介護分野　　　　　　　　　　１８４名

　　　　　　　　　　　　　　地域生活（身体）分野　　　　　１６名

　　　　　　　　　　　　　　地域生活（知的・精神）　　　１８７名

　　　　　　　　　　　　　　就労分野　　　　　　　　　　３８６名

　　　　　　　　　　　　　　児童発達支援管理責任者研修　４３０名
○根拠法令等

障害者総合支援法第78条
平成18年厚生労働省告示第544号

サービス管理責任者研修事業実施要綱
７　高次脳機能障がい支援普及事業
予　算　額　　　　９，６９７千円
決　算　額　　　　１，１４６千円　【うち地域生活推進Ｇ分】
　事故や病気によって脳を損傷し、その後遺症として記憶障がい等の様々な障がいのある高次脳機能障がい者の支援体制の確立を図るため、障がい者医療・リハビリテーションセンターを支援拠点機関とし、高次脳機能障がい者への支援を行うとともに、市町村、医療機関、福祉サービス事業者等に支援手法の普及を図った。
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
８　大阪府立病院機構運営費負担金
予　算　額　　４４４，１３４千円
決　算　額　　４４４，１３４千円
　府立身体障がい者福祉センター附属病院と府立急性期・総合医療センターを統合し、平成19年４月に府立急性期・総合医療センターに障がい者医療・リハビリテーション医療部門を設置したことから運営費を負担した。
９　障がい者入所支援施設等環境改善事業補助金（強度行動障がい支援等専門機能強化推進事業内）
（平成２７年度から地域生活支援課・地域生活推進Ｇ所管）
予　算　額　　　　９，０００千円
決　算　額　　　　５，１３７千円　【うち地域生活推進Ｇ】

　砂川厚生福祉センターが実施する地域コーディネート事業を実施する事業者に対して、施設の居室等の改修に要する費用を補助した。

・補助金交付実績　　　３事業者

○根拠法令等

大阪府障がい者入所支援施設等環境改善事業補助金交付要綱

10　社会保障・税番号制度システム整備等事業
予　算　額　　　１７，６６０千円
決　算　額　　　１２，３５６千円
　社会保障・税番号制度に対応するため、障がい者手帳発行システムを改修するとともに、障がい者手帳所持者情報と個人番号とのひも付けを行うためマイナンバー名寄せ事業を行った。

○根拠法令等

社会保障・税番号制度システム整備事業実施要綱

社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱
地域サービス支援グループ

１　障がい者の生活支援サービスの充実

（１）市町村に対する補助（負担）事業

　障がい者対策として実施した次の事業に対し、補助（負担）金を交付した。

［障害者自立支援給付費負担金］
	事　業　名
	事　　業　　内　　容
	補　　助　　金　　額
	補 助 実 績

	補装具費
	　身体障がい者（児）の失われた機能を補てんするための補装具を交付（修理）。
	499,243,791円
	４３市町村


○根拠法令等

障害者自立支援法

大阪府障害者自立支援給付費等負担（補助）金交付要綱

［市町村地域生活支援事業費補助金］

	事　業　名
	事業内容

	日常生活用具給付等事業
	日常生活上の便宜を図るため、重度障がい者等に日常生活用具（６種）を給付又は貸与

	移動支援事業
	　移動支援を実施することにより、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援

	地域活動支援センター機能強化事業
	　障がい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充実強化し、もって障がい者等の地域生活支援の促進を図る。

	訪問入浴サービス事業
	身体障がい者の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介護

	日中一時支援事業
	　日中、障がい福祉サービス事業所、障がい者支援施設、学校の空き教室等において、障がい者等に活動の場を提供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練その他市町村が認めた支援を実施


［障がい児（者）地域生活推進総合補助金］

	事　業　名
	事　　業　　内　　容
	補　　助　　金　　額
	補 助 実 績

	重度障がい者訪問看護利用料助成事業
	重度の障がい者（児）で、居宅において療養が必要な者が都道府県知事等の指定した訪問看護ステーションを利用した際の利用料を助成。
	102,380,976円
	41市町


○根拠法令等

大阪府重度障がい者訪問看護利用料助成事業補助金交付要綱

（２）重症心身障がい児者地域ケアシステム整備事業

予　算　額　　　２８，４８７千円

決　算　額　　　２８，２４１千円

　医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の地域生活を支える地域ケアシステムの強化のため、医療型短期入所事業所の整備促進を図るとともに訪問看護師等の在宅医療人材の育成を実施した。

２　障がい者手当等の給付

（１）重度障がい者在宅生活応援制度事業

予　算　額　　４０１，６９０千円

決　算　額　　４０１，０７８千円

　重度障がい者の自立と社会参加に向け、重度障がい者と介護する方々へのさらなる応援により、在宅生活の一層の推進を図ることを目的として、重度障がい者と同居している介護者に対し、月額１万円の給付金を支給した。

・支給人員　　３，３５６人

○根拠法令等　大阪府重度障害者在宅介護支援給付金の支給に関する規則

（２）大阪府重度障がい者特例支援事業

予　算　額　　　２８，１００千円

決　算　額　　　２７，６９９千円

　重度の障がいのある在日外国人等で、年金制度上の理由により国民年金法に規定する障がい基礎年金を受給できない障がい者に対し、月額２万円の給付金を支給した。

・支給人員　　１１１人

○根拠法令等　大阪府重度障害者特例支援給付金の支給に関する規則

（３）特別障がい者手当等の給付

予　算　額　　　５９，９９８千円

決　算　額　　　６２，０１５千円

　著しく重度の障がいを有し、日常生活に常時特別の介護を必要とする障がい者等の生活の向上を図るため、特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、特別障がい者手当等の支給に関する連絡調整及び指導監査を行うとともに、府３子ども家庭センター管内の在宅の重度障がい者等に特別障がい者手当等を支給した。

	区　　　　　分
	管　内　受　給　者　数
	手当額（月額）

	特別障がい者手当
	１４６人（29年3月末現在）
	２６，８３０円

	障がい児福祉手当
	６８人（　 　同　　　）
	１４，６００円

	福祉手当（経過措置分）
	 ４人（　　 同　　　）
	１４，６００円


・支給の時期　　　　５月、８月、１１月、２月

○根拠法令等

特別児童扶養手当等の支給に関する法律

３　障がい者扶養共済制度

　障がい者を扶養している保護者の方々の連帯と相互扶助の精神に基づき、加入者(保護者)が死亡または身体に著しい障がいを有することとなった場合に、障がい者に対して終身年金を支給する制度で、障がい者の生活の安定と福祉の増進に資するとともに、障がい者の将来に対し保護者が抱く不安の軽減を図る目的で実施した。

予　算　額　　８４０，８４４千円

決　算　額　　８３６，４８４千円

（１）対　　象

　知的障がい者及び１～３級の身体障がい者もしくはこれらの者と同程度の障がいを持つ者の保護者

（２）加入者口数

　２，１４４口（平成２９年３月末現在）

（３）掛金及びその減免

ア　掛　　金

《第四次改正後（平成２０年４月１日以降）の一口あたり掛金額は次のとおり。》

	加入（口数追加）時の年齢
	掛金額（月額）

	
	平成20年3月31日以前に加入者となられた方の掛金額
	平成20年4月1日以降に加入者となられた方の掛金額

	35歳未満
	５，６００円
	９，３００円

	35歳以上　～　40歳未満
	６，９００円
	１１，４００円

	40歳以上　～　45歳未満
	８，７００円
	１４，３００円

	45歳以上　～　50歳未満
	１０，６００円
	１７，３００円

	50歳以上　～　55歳未満
	１１，６００円
	１８，８００円

	55歳以上　～　60歳未満
	１２，８００円
	２０，７００円

	60歳以上　～　65歳未満
	１４，５００円
	２３，３００円


イ　減　　免
	対象加入者世帯
	減免率

	生活保護世帯
	一口目を全額免除

	市町村民税非課税世帯
	一口目を半額免除

	市町村民税所得割非課税世帯
	一口目を３割免除


（４）年金額及び年金受給者数

ア　年金額
１口　　２０，０００円／月

２口　　４０，０００円／月

イ　年金受給者数

１，５２１名（平成２９年３月末現在）

○根拠法令等

大阪府障害者扶養共済制度条例

４　視覚障がい者移動支援事業従事者の資質向上事業

予　算　額　　　　　　２８４千円
決　算　額　　　　　　１３３千円

　視覚障がい者等を対象とする同行援護従業者及びガイドヘルパーの資質の向上を担う者を養成・確保するため、国において行われる指導者養成研修に参加するための経費（旅費等）を助成した。

○根拠法令等
障害者総合支援法第78条

発達障がい児者支援グループ
１　発達障がい児者総合支援事業
（１）発達障がい早期気づき支援事業
予　算　額　　　　　　５，４８８千円
決　算　額　　　　　　２，７８８千円
　発達障がいの早期発見や早期支援への結びつけに関わる市町村の保健師、幼稚園教諭・保育士を対象とした研修を実施するとともに、モデル市町村の乳幼児健診現場や府立病院において子どもの注視点検出装置を活用することにより、発達障がいの早期発見に資する市町村乳幼児健診体制の検討に向け、データの収集を行った。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（２）発達障がい者支援センター事業

予　算　額　　　　　３３，５１４千円
決　算　額　　　　　３３，５１４千円
　発達障がい児者とその家族を対象とした相談・就労支援等を行うとともに、医健・保健・福祉・教育・余暇支援・就労等の支援機関や施設の職員向けに発達障がいの理解と支援のための研修を実施し、支援機関の支援力強化を図った。
○根拠法令等
障害者総合支援法
発達障害者支援法
発達障害者支援センター運営事業実施要綱
（３）発達障がい児者支援体制整備検討部会
予　算　額　　　　　　　　９２２千円
決　算　額　　　　　　　　７１５千円
　府障がい者自立支援協議会の下に「発達障がい児者支援体制整備検討部会」及び「こどもワーキンググループ」､「成人ワーキンググループ」を設置し、「発達障がい児者総合支援事業」の検証を行った。また、現行の「発達障がい児者支援プラン」が平成29年度末に計画期間を終えることから、「新プラン」策定に向けた検討も併せて行った。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（４）発達障がい者地域支援マネージャー事業

予　算　額　　　　　１２，５１０千円
決　算　額　　　　　１２，５１０千円
　発達障がい者地域支援マネージャーを配置し、地域自立支援協議会を通じて、発達障がい者に対して事業所、医療機関等が適切に対応できるよう地域支援体制の機能強化を支援した。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（５）障がい児通所支援事業者育成事業
予　算　額　　　　　２７，８８４千円
決　算　額　　　　　２４，７３０千円
　発達障がい児の療育等を実施する指定障がい児通所支援事業者への機関支援及び研修を実施するとともに、地域の事業者や市町村との連携強化を図るための圏域連絡会を実施した。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（６）就労支援アセスメントプロフィール普及事業
予　算　額　　　　　　　　５７６千円
決　算　額　　　　　　　　５７６千円
　就労移行支援事業所等におけるアセスメント力の向上と発達障がい者の就労移行及び就労定着の促進を目的として、府内の就労移行支援事業所等の従事者を対象としたアセスメントプロフィール（ＴＴＡＰ）の研修を実施する。
○根拠法令等
発達障害者支援法
（７）発達障がい専門医師養成事業

予　算　額　　　　　　４，６２１千円

決　算　額　　　　　　３，５５５千円

　発達障がいの早期発見や早期支援への結びつけに関わる専門医師の養成研修を実施した。

○根拠法令等

発達障害者支援法

（８）ペアレントサポート事業

予　算　額　　　　　　５，１０１千円
決　算　額　　　　　　４，１０３千円
　地域における家族支援の充実を目的として、発達障がい児等の保護者を対象としたペアレント・トレーニングを府内６ヶ所の発達障がい児療育拠点及び市町村で実施したほか、ペアレント・トレレーニングインストラクターやペアレント・メンターの養成等を行った。

○根拠法令等
発達障害者支援法
２　福祉型障がい児入所施設（旧知的障がい児施設）からの地域移行推進事業
予　算　額　　　　　　３，７３９千円
決　算　額　　　　　　　　４１４千円
　大阪府が管轄する福祉型障がい児入所施設（旧知的障がい児施設）において、地域移行担当者を配置し、グループホームの体験利用等の取組等により福祉型障がい児入所施設（旧知的障がい児施設）に入所する１８歳以上の知的障がい者の地域生活への移行を推進した。
対象施設　　　　　４施設
移行者数　　　　　２７名
３　障がい児等療育支援事業
予　算　額　　　　　　７，４７１千円
決　算　額　　　　　　７，４６８千円
　在宅の障がい児（者）の地域における生活を支援するため、障がい児（者）の支援を行う障がい児通所支援事業所、保育所、幼稚園、学校等の職員を対象として、来談・訪問等により、療育指導・相談に係る助言・指導・研修を実施した。
委託実施機関　　　　　　２箇所
○根拠法令等
障害者総合支援法第78条
大阪府障がい児等療育支援事業実施要綱
４　補聴器の給付
予　算　額　　　　　　　　９００千円
決　算　額　　　　　　１，４４４千円
　身体障がい者手帳の交付対象とならない中度難聴児に対し、補聴器並びに検査料を交付した

	種　　　　　別
	件　　　数
件　　　数

	補聴器
	両耳　　１６件
片耳　　　７件

	検査料
	２件


○根拠法令等
大阪府難聴児補聴器交付事業実施要綱
５　障がい児事業
（１）児童福祉措置費の支弁
　府が措置した障がい児に係る措置費及び府が給付決定した障がい児に係る障がい児施設給付費等を、児童福祉施設等に対し支出した。
ア　児童福祉施設扶助費
予　算　額　　１，３８５，３８７千円
決　算　額　　１，３７６，５７４千円
○根拠法令　児童福祉法第50条
イ　障がい児施設給付費
予　算　額　　６，８０４，２７３千円
決　算　額　　６，６６６，０７７千円
○根拠法令　児童福祉法第50条および第55条

（２）施設等運営助成等
ア　民間社会福祉施設事業費等補助（サービス向上支援事業）
予　算　額　　　　　　６，０８０千円
決　算　額　　　　　　３，０４０千円
障がい児施設を経営する法人に対し運営補助金を交付した。
○根拠法令　大阪府民間障がい児施設利用者等サービス向上
支援事業補助金交付要領
イ　医療型障がい児入所施設（重症心身障がい）特別介護加算事業
予　算　額　　　　２１６，６１１千円
決　算　額　　　　２１６，３２１千円
　医療型障がい児入所施設（旧重症心身障がい児施設）に入所する重症心身障がい児（者）の処遇向上を図るため、医療型障がい児入所施設に対し、特別介護加算を行った。
○根拠法令　児童福祉施設等機能強化推進費支給要綱
障がい児施設機能強化推進費支給要領
６　障がい児施設関係システム
予　算　額　　　　　　３，１１１千円
決　算　額　　　　　　３，１１０千円
　支払事務委託を行っている国民健康保険団体連合会へ必要なシステム処理を行った。

生　活　基　盤　推　進　課
平成２８年度事業別最終予算額及び決算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算額又は
決算見込額
	グループ名

	金剛コロニー設備等整備費
	116,014
	82,116
	整備Ｇ

	金剛コロニー運営費
	660,459
	612,778
	整備Ｇ

	稲スポーツセンター運営費
	45,371
	44,404
	整備Ｇ

	長期入院精神障がい者地域移行総合的推進体制整備事業
	17,326
	16,227
	整備Ｇ

	ひきこもり地域支援センター事業
	5,000
	4,361
	整備Ｇ

	重度障がい者等住宅改造助成事業
	36,056
	26,924
	整備Ｇ

	障がい者（児）施設整備（負担）補助
	581,552
	207,630
	整備Ｇ

	介護職員等によるたん吸引認定等事業
	2,070
	1,715
	推進Ｇ


整備グループ
１　既存施設等の整備

（１）工　事　等

○　住宅まちづくり部公共建築室執行

予　算　額　　　　　６０，９００千円

決　算　額　　　　　４７，７７９千円

住宅まちづくり部公共建築室に対し、下記のとおり建設工事等を依頼した。

	施　　　設　　　名
	工　　　事　　　名
	金　額　(円)

	府立金剛コロニー
	歩道改修工事
	17,690,400

	
	給食センター機械設備改修工事
	15,660,000

	
	電気通信設備改修工事
	14,428,554

	合　　　　　　　　　　　計
	47,778,954


（２）調査委託

○　住宅まちづくり部公共建築室執行

予　算　額　　　　　５５，１１４千円

決　算　額　　　　　３４，３３７千円

住宅まちづくり部公共建築室に対し、下記のとおり設計業務等を依頼した。
	施　　　設　　　名
	工　　　事　　　名
	金　額　(円)

	府立金剛コロニー
	給排水設備改修工事実施設計業務
	19,440,000

	
	汚水処理場改築工事実施設計業務
	11,618,640

	
	汚水処理場改築工事地質調査業務
	3,277,800

	合　　　　　　　　　　　計
	34,336,440


２　府立金剛コロニーの運営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	 eq \o\ac(○,26)　　　755,263
	㉗　　　819,456
	㉘　　　660,459

	決　算　額
	686,429
	760,528
	612,778


　府立金剛コロニーの運営事務を、社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団に指定管理者として委託した。

　施設運営委託料　　　６１２，７７７，２８７円

３　府立金剛コロニー再編整備に係る社会福祉施設等の整備補助金

　府立金剛コロニー再編整備事業を促進するため、富田林市内での施設整備に対し補助をした。

予　算　額　　　　８５４，４００千円

決　算　額　　　　８５４，４００千円

４　府立稲スポーツセンターの運営

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　45,371
	㉗　　　45,371
	㉘　　　45,371

	決　算　額
	40,481
	44,855
	44,404

	（特定財源）
	その他（　1,432）
	その他（　2,048）
	その他（　2,048）


　府立稲スポーツセンターの運営事務を、社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団に指定管理者として委託した。

　施設運営事務並びに使用料徴収事務等委託料　　４４，４０４，０７４円

５　長期入院精神障がい者地域移行総合的推進体制整備事業
予　算　額　　　　　１７，３２６千円
決　算　額　　　　　１６，２２７千円
　長期入院精神障がい者に対する一層の地域移行を進めるため、「病院が押し出す力」と「地域から引っ張る力」の双方向からの支援を行った。精神科病院の職員研修の実施、１６保健所圏域に地域移行に関しノウハウを有する精神障がい者地域移行アドバイザーを配置し、ピアサポーターによる働きかけやネットワークの構築を行った。
６　ひきこもり地域支援センター事業
（単位：千円）

	予　算　額
	 eq \o\ac(○,26)　　　  5,062
	 eq \o\ac(○,27)　  　　5,024
	㉘　  　　5,000

	決　算　額
	4,625
	4,478
	4,361


　こころの健康総合センターにひきこもり専門相談窓口を設置し、ひきこもり当事者や家族の相談に応じるとともに、民間ひきこもり支援機関等の情報をホームページ上で提供するなど、情報提供活動を行った。

７　重度障がい者等住宅改造助成事業
（単位：千円）

	予　算　額
	 eq \o\ac(○,26)　 　　32,600
	 eq \o\ac(○,27)　　　 37,953
	 eq \o\ac(○,28)　　　 36,056

	決　算　額
	31,113
	27,725
	26,924


　重度障がい者等が住み慣れた地域で自立し、安心して生活できる基盤づくりを推進するため、住宅改造への助成を実施する２６市町に対して助成を行った。（負担割合：府1/2、市町村1/2）
○根拠法令等

大阪府障がい児（者）地域生活推進総合補助金交付要綱

８　障がい者（児）施設整備（負担）補助

（１）社会福祉施設等施設整備費補助金

ア　平成２８年度分

予　算　額　　　　５８１，５５２千円

決　算　額　　　　２０７，６３０千円

　日中活動事業所等の新設を行う社会福祉法人及び消防設備等の整備を行う社会福祉法人等に対し、整備補助金を交付した。

　また、２９年度へ３３１，７９８千円を繰越した。

	補助内容
	施設種別
	補助先
	施設名
	補助金額
(千円)
	規模

	創設
	生活介護・短期入所・相談支援
	(福)風の会
	（仮称）ふれあいルーム・ショートステイ
	98,058
	鉄骨造

２階建

	大規模修繕
	共同生活援助等
	（福）豊年福祉会外４８件
	ホームきらら外９３件
	109,572
	木造２

階建等


イ　平成２７年度からの繰越分

予　算　額　　　　４０２，９２８千円

決　算　額　　　　３６１，２０２千円

	補助内容
	施設種別
	補助先
	施設名
	補助金額
(千円)
	規模

	創設
	共同生活援助等
	(福)かたの福祉会外４件
	グループホームミリオーネ星田北外６件
	361,202
	鉄骨造２階建等


推進グループ
１　障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の指導

　障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者に対する指導、運営状況の監査を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。

（１）事業者等を対象とした指導

・　集団指導　　大阪府と大阪版地方分権推進制度に基づき指導事務等の権限を移譲した自治体のうち、寝屋川市、松原市及び南河内広域並びに枚方市（法定移譲）との共同開催により、適切な事業運営を行うための留意事項等に関する指導を講習会方式により実施した。

実施時期・場所　　平成２８年５月２４日（火）　枚方市市民会館

　　　　　　　　　　　　　　同月３０日（月）　松原市文化会館

　　府内全域の対象事業者数　　　１３，５３８事業者

　　　　　　　　　　うち府が所管する事業者数　１，２２５事業者

　　　　　　　　　　うち参加事業者数　　　　　１，１５３事業者（参加率　94.1％）

＜府が権限を有する地域＞

障がい福祉サービス事業者・施設（守口市、大東市、羽曳野市、門真市、摂津市、

藤井寺市、四條畷市、交野市及び島本町）

一般相談支援事業者（指定都市及び中核市を除く府内全域）

・　実地指導　　集団指導の結果等を踏まえ、必要に応じて事業所に赴き、面談等を行いながら適切な運営が行われるよう指導した。

指導件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２４事業者

（２）事業者等を対象とした監査

・　重大な指定基準違反や実地指導で改善がみられないなど、適正な事業運営が行われないと疑われる事業者等が対象。

監査件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３事業者

２　障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の指定

　障害者総合支援法の規定に基づく指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の指定及び各種届の受理を行い、適切なサービス提供の確保に努めた。

（１）指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者 指定事業所件数

（平成２９年４月１日現在）

	居宅

介護
	重度
訪問

介護
	同行
援護
	行動
援護
	短期
入所
	重度
障害者等包括支援
	施設
入所

支援
	共同
生活

援助
	通所系
ｻｰﾋﾞｽ計

注①
	一般
相談

支援
	合　　計

	261
	251
	180
	20
	40
	0
	5
	55
	223
	260
	1,295


注①：療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援


（２）指定障がい福祉サービス事業者・施設の指定及び各種届の受理

①　指定件数　　　　　　　　　１５８件

②　各種届の受理件数

ア　廃   止   届 　　　　　　 ５７件

イ　休止・再開届 　　　　　　　 １件

（３）指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者に対する研修

　指定障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者の管理者を対象に、事業者として遵守すべき法令基準の解説や人権擁護の意識を高めるための研修を実施した。

・実施時期　新規指定事業者に対する指定書交付時に実施（月１回開催）

・実施結果　対象事業者数　　　　７３事業者

（４）指定事業者・施設管理システムの維持管理

　指定した障がい福祉サービス事業者等の情報を管理するための情報処理システムの維持管理を行った。

	年　　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	3,184
	3,034
	3,259

	決算額（千円）
	2,968
	1,024
	1,883


３　障がい児支援事業者・施設に対する指導

　障がい児支援事業所・施設に対する指導を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。

（１）事業者等を対象とした指導

・集団指導　　全事業者を対象として、適切な事業運営を行うための留意事項等に関する指導を講習会方式により実施した（大阪市、堺市と共催）。

開 催 日　　平成２８年６月１５日（水）

開催場所　　大阪市立住吉区民センター　大ホール

事業者数　　824事業者（本府所管分）うち参加事業者数809事業者（参加率98.2％）

・実地指導　　集団指導の結果等を踏まえ、必要に応じて事業所に赴き、面談等を行いながら適切な運営が行われるよう指導した。

指導件数　　　　　　　　　　　　　　　　７８事業者

（２）事業者等を対象とした監査

・　重大な指定基準違反や実地指導で改善がみられないなど、適正な事業運営が行われないと疑われる事業者等が対象。

監査件数　　　　　　　　　　　　　　　　　０事業者

４　障がい児支援事業者・施設の指定

　児童福祉法の規定に基づく指定障がい児支援事業者・施設の指定及び各種届の受理を行い、適切なサービス提供の確保に努めた。

（１）指定障がい児支援施設・事業者 指定事業所件数（平成２９年４月１日現在）

	福祉型

入所施設
	医療型
入所施設
	医療型
児童発達支援
	児童発達
支援
	放課後等
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
	保育所等
訪問
	合　　計

	 7
	5
	12
	403
	610
	54
	1,091


（２）指定障がい児支援事業者・施設の指定及び各種届の受理

①　指定件数　　　　　　　　　　２９７件

②　各種届の受理件数

ア　廃   止   届　　　　　　　　５０件

イ　休止・再開届　　　　　　　　１１件

（３）指定障がい児支援事業者・施設に対する研修
　指定障がい児支援事業者・施設の管理者を対象に、事業者として遵守すべき法令基準の解説や人権擁護の意識を高めるための研修を実施した。

・実施時期　新規指定事業者に対する指定書交付時に実施（月１回開催）

・実施結果　対象事業者数　　　１９２事業者

（４）障がい児施設台帳管理システム

　障がい児施設の申請受付及び指定、指定施設台帳管理、国保連連携に必要なシステム処理を行った。

	年　　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	184
	889
	174

	決算額（千円）
	184
	864
	177


５　大阪版地方分権推進制度市町村移譲事務に係る事務交付金

予　算　額　　　　　９２，３７９千円

決　算　額　　　　　９０，８７７千円

箇　所　数　　　　　　　　　２８件

　　　大阪版地方分権推進制度により、事務移譲した市町村に対して交付した。

６　業務管理体制の整備に関する届出及び検査

　業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を受理するとともに、業務管理体制の整備状況を検証するための検査を行った。

・一般検査　（事業者の業務管理体制整備状況を書面調査により実施）　　　２２６事業者

・特別検査　（事業者の指定取消処分相当事案が発生した場合に実施）　　　　　８事業者

７　介護職員等によるたん吸引認定等事業（平成２９年４月１日現在）

予　算　額　　　　　　２，０７０千円

決　算　額　　　　　　１，７１５千円

　社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、平成２４年４月１日から介護職員等がたんの吸引や経管栄養といった医療行為の一部を業として行うことが認められたことにより、適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等の認定及び事業所等を登録する。

認定特定行為従事者　　４，６７０件

登録特定行為事業者　　　　４９９事業者

登録研修機関　　　　　　　　１７機関

（教育委員会）

認定特定行為従事者　　４，４１０件

登録特定行為事業者　　　　　４７事業者

登録研修機関　　　　　　　　　３機関

○根拠法令等

社会福祉士及び介護福祉士法
負担割合　国１／２


府・市町村各１／４





負担割合　府１／２


市町村各１／２





決算額の内6,129,948千円については障がい児施策として実施した


障がい児通所支援にかかる負担金とし市町村に交付した。









